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公 共 財 部 門 に お け る 不 均 斉 成 長

山 田 太 門

§ 1 は じ め に

. ■ ‘ ‘
今日，国をはじめとして都道麻県および市町村の各自治体は,種々の公共財を国民に提供してい

るが，いずれのg 治保も財政上の赤字に悩まされている。しかしよく考えると，同じ公共部門とい

っても民間からの需要拡大の著しい部門とそうでない部門，あるいは費用増加によって急激に財政

が庄迫される部門とそれ程でない部門といったように，当然その内は, ’ あたかも民間企業に.おける

赤 字 部 と M チ部門のように分割することができる。そこで本においては，多種多様な公共財を

適当に分類するととによって，公典財生産部門が全体として長期的にと，のような状況に立たされる

ことになるかを，構造的に分析することにしたい。

従来の公共財の理論は , 主としてその定義,に重点がおかれ，公共財の非排他性や非競合性といっ

た性質から，その過少供給を説くものであった。 この傾向は，最近のいわゆる社会的共通資本の斑
( 1)

論の発展においてもなお引継がれているみしかしこの点は，公共財の避け-て通ることのできない言 

わぱ宿命であって, . これの'究極的解決は，社会的決定プロセスに任せる他に手段はないと言えるで 

あろう。 ところが，分析的には社会的決定プロんスめモデルと公共財の供給を含むマクロ，モデル 

とを同一の土懷の上で展開すあことはきわめて難しい。その理由は，社会的決定プロ、セスを量的に 

定式化することが容易でないからである。

§ 2 消 費 の 側 面 ‘ . .

公共部門によって供給される公共財を，その消費に闕する性質で分類すると，次のようになるレ 

つまり 一*つゆ , その公共財を消費する量単位まりにつき,一定の時問を消費することが余儀なくさ 

れる糖類の公共財である。 この意味では, この性質ははとんどの私財と差残がないといえる◊ そ 

法（1 ) 例えぱUz a waび：！など。 . .
一■* 10o{ 2 3 T ) -------
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の代表例としては，高速道路，港湾，各種交通機関，電信電話などのサービスを考えることができ 

る。 これらの公共財を消費するのに必要な時間は，その公共財そのものの消費の副産物として, 非 ' 
D 発的に消費されるものであり，消費者としズは，それらの消費時間が短かければ短かい程よいと 

いう選好をもつのである6 今，これらの公共財を総称して' t■時間節約的公共財J と呼ぶことにしよ

これに対して，他のもう-^つのカテゴリーに属する公共財は，その消費に際しでより多くの時間 

をかければかける程，その財のもつ使益が十分に発揮される種類のものである。 これを r時間集約 

的公共財J と呼ぶことにする。 この種の公典財は，主に消費者が余暇を楽しむ際に補助となる公共 

財であって，その代表例としては，公園，図書館，美術館，博物館および各種の教育機関があげら 

れる。 これらの公共財については, 消費者は時間を消費することそれ自体を目的としており，公共 

財の消費は，それに伴う副次的な現象である。 このように同じ公共財であっても，そのそれぞれは 

かなり性質を異にしているから，とれらを一括して扱ってきた事は不合理であり，より実りある結 

論を得るためには，前述のように分類することが必要である0 そして，これから時間という稀少資 

源の配分を通じて，消費者のこれら二種の公共財に対する需要が長期的にどう変化するかを考察す 

ることにする。

今/ 社 会 に r時間節約的公共財J と 「時間集約的'公共財J が,それぞれ一種類ずつだけあると仮 

定する◊ま ず 「時間節約的公共財」の消費量をとすると , 消費者はg 己の効用水準を最大にする 

ようにズ1の大きさを決定すると考える。 この時，消費に必要となる時間は時間制約式の中に含まれ 

る。単位当り消費時間をらとすれ :ば，h x i がこの公共財の必要消費時間となる◊また r時間節約 

的公共財J は，その性質が私的財に類.似していることから，適当に定められた公定価格を支払って 

はじめて消費が許可される。その理由ほ，この種の公共財は公共財やありながら，消費の排他性を 

もっているからであるめそれゆえ単位侧格を/ とすれぱ必要費用は / > 1 % となり，この額は通常 

の予算制約式に含まれることになる。

次 に 「時間集約的公共財」は冒頭の定義によれば，その財の量が消費者によって，積極的に最適 

に選択されるものではない。むしろ，この公共財の消費時聞らがはじめに選択されると考えられ 

る。 したがって，効用関数の中に変数として入るのは，この公共財の消費量ズ2 ではなく，その消 

費時間 h である。 このもは，もちろん時間制約式の中にも含まれる。ただし，.も は / 1 と異なっ 

，て定数としてでなく変数として体系の中に入るのである。 ところで r時間集約的公共財J の多くは， 

一般的に典型的な公共財とみなされるから，利用価格はあっても非常に低いか無料である。をこで 

f海単化のため，この財の単位価格をゼロとすることがで'きる。したがって r時間集約的公共財J に 

[ i r t ■る支出は，.予算制約に含まれない。 -
以上の仮定を，代表的滅入の効;}5関数を想定しつつ定式化すると，次のようになる0

p
. 
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効用関数を£ /とすると，

U ~ U ( X x i  2̂> 之3)............................................................................. .....................….(1)
ただし，h は労働に使われる時間である。

次に予算制約式は ；,
p \ Xx —m- \ - wt z    (2)

ただし，Wは非賛金所得，《ひは賞金率である。

最後に時閩制約式は

らも+ ら+ ら  ........................... " ‘‘(3)
ただし, / は個人の利用可能な全時間である。 . . ’
個人は，(2), (3)式の制約の下で(P式を極大化すると想定される。 このモデルの特徴は，言うまで

' もなく時間制約式が導入されている点であるが，このような定式化の必要は, 1965年 G. B eck er
( 2 ) .

によって.強く主張された。彼は人的資本の理論において，教ま投資にともなう; ^ 会費用として,財 

貨 ，サービスの消費時間の重要性を最初に指摘した6 ここセの分析は，彼の時間分の理論を公共 

財の消費理論に応用したものである◊  B e c k e r の理論を，物的な消費財と公共財を含む人的サビ 

スとの'~ "極類の財に適した分析は，既に . W ,  J .  B a u m o i = W .  E / O a t e s .によりてなさ’れている 

が，とのモデルは，彼# のモデルに若干の修IEを加えたもの ' あ(| )。

所得の増加とともに人々が余暇をどのように選好するかは，経済学のみならず社会学的にもきわ 

めて與味ある問題である。 この問题は, 人は何のために働くのかという倫理的間題にも帰着する。 

しかし人間は, 余暇そのものだけを純粋に消費することはできなV、のでありて，余暇の消費は，そ 

れに时随して物的なあるいは人的な財貨 . サービスを同時に消費することになるので'ある。 との場 

合，人々の戦略的な選択変数が財になネか時間になるかが重要であづて, 現実には南方のケ&スが 

考えられる。それゆえ，以下の分析では両者を同時に組み入れたモテ，ルが試;^られるのである。 

さて，効用極大化の主体的条件を求めるには，次のようなラグランジェ方程式を作り，

ムニび(-1^1,ム，《3 )+  0 ^  +  なもー/>;1>^1)+ パーら ^：：1ー/2—乂3) ……(ベ）
これより，一*階め条件を求めると，

び!■一.か1 一/^ら= 0 ..................................................................................り. … .................,(5 )
. 仏  一)《 ニ0 …‘，.，，…………,..(6)

U3 +  2w ~~/^ = 0  ................................ .‘.‘(7)

注（2 ) B eck er〔2：] 参照。 .
( 3 )  B aum ol&  O a te s〔I 〕においてはニ铺類の財について，その一単位当りの時間消費量を义t、として一走に与;^ 

ておき，らミらによりて時叫の後約度をE：別している6 木稿では，消費者の選択変数として財の量をとるか，あるいは 

その財の消費時間とるかによってill僮の財を区別した。このような定式キ匕ははじめBaumolニO a t e sの結論を覆*^- 

目的で試みられたのであるが，結 果 的 に は 彼 等 の 結 識 と 同 じ に な た .
- ~ ~ 107(^5,9)——  . .

公共財部1**3における不均斉成長
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ただし，サプスクリプトはそれぞれの変数に関しての導関数を示す。またれ /^は正の定数とする。 

結局，（5), (6), (7)式と制約式(2), (3)式によゥて，この個人にとつて最適な財および時間の消費量

が決定される。 - '
そこ で r時間集約的公共財j の消費時間の最適量を求めると，

.(8)

よって長期的に貧金率が上昇した時の消費時間の需要量の変化は

が 2水 _  . . ^3 . 慎 .. .a  W'̂ (9)dU) tV̂
(9)式において，. ズ1さ0, Wき0 とすれぱ，適常はび2> 0 , t；3< 0 であろうから,

•(10)■ dw
という結果が導かれる。 ：

(10)式の意味は,私的財生産部門における技術進歩などの理由で長期的に労働の賞金率が上昇する 

につれて, r時間集約的公共財J に対する需要は減少することを示している。これは，賃金率の上 

昇によって労働サービスの価格力';上昇したことによる代替効果の結果であって，時間集約的公共財 

にむけるための余暇時間の機会費用が增大するので当然そわ消費時間らは切詰められるのである。

けれども，もっと長期的に考えるならば，賞金率め上昇は貧金所得から蓄積される亦賞金所得"《 

の増大をもたらす。非賞金所得の増加は，余暇の機会費用を増大させないから，余暇時間が劣等財 

でない限り，一般に時間ぎ約的公共財の需要を增加させる力となるであろう。

しかし, このモデルから明確になるのは，たとえどんなに時間をかけれぱかける程個人の効用水 

準を増加せしめる種類の公共財であっても，つまりび2 がどんなに大きくても，賃金率の上昇はそ 

のような公共財への需要を辨少させるということである。そしてまたそのような公共財がどんなに 

廉価で提供されようとも（たとえ無料で供給されても)，需要は増えないということである0 '
次 に 「時間節約的公共財J への需耍の変化はどうであろうか0 (5)，（6), (7)» (2)» (3)式をそれぞれ

全微分すると， * ‘
U i i d x i -f- U \^dtz一 p%dX 一 txdfJ' = 0 .........................................................................幼 ..

t/aiぬ 1̂+  ひ22ぬ 2+ Uzzdtz一 —0 
U i td X fV  Uszdtz~\' Uz3.dt^-\-wd^一dfJ-' 
— pxdxx+ w d h  =  —  h d w  —  dm  

•—txdx-i dt^'~ d ta—O .(1$
と(^⑩，⑩，（̂も (1冷式の述立体系の行例式、をのとしズ， クラメールの公武によってゴATiを求め, 
それを第1 列に関して展開することにより， .

108C^S4)

■J, MU
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I
II
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公共財部門における不均斉成長

D .も，ル 毎

Uぬ - P i 一*Ox
0 一1

O' W 0 0
一1 一1 0 0'

•ao

dX-\ dxi^  dto . - .ゎ. ハ.'; .ニ -   ̂ ....... .....................‘"()l力，
(l》式において，極大イ匕条件のー隋の条件からZ ) < 0 であり， ^ > 0 , zi»>0, / ? 1 > 0 であるから，

な力式左辺缚2 項の所得効果を無视すれば， •

一〉0 .' ' , . …⑩ .
という結果が得られる。なめ式の意味するところは， r時間節約的公共財J に対する需妻は， 賃金率 

上昇の所得効果が中立的であれば，貧金率の上昇にしたがって増大するで▲ろうことを示しでいる。

これらの結果を現実の経済社会に適用させてみると，次のような需要構造の長期的変化を予測す 

ることができる。ずなわち, 私的部門における技術進歩は，その部門での労働の資金率を増大み会 

るが, その結果， 消費者の公共部門における公共財の導択は，「哼間節約的公共財J に対する壽要 

を増大させ，逆 に 「時間集約的公共財J ' に対する需要は，余暇哼間め縮小とともに減少の途をたど 

ることになる。したがって，もしも供給侧の条仲がこのような需要構造の变動にともなハて調整さ 

ない限り， r時間節約的公共財」については超過需要のため，い わ ゆ る r混雑」 が慢性化するこ 

とになり, 他 方 「時間集約的公共財j については需要不足が続き，この種の公共財の利用に関して 

いわぱ過赚状態が定着することになる。公共部門におけるとのような不均斉的需要変化の現象は， 

それぞれの公共財の利用価格を変化させることによっては僻決できない。-なぜなら，賃金率上昇の 

代替効果は,時間制約式を通じて消費者の機会費用を変化させるからである。

§ 3 生 産 の 側 面

今までの譲諭は，すべて公共財の消費需要についての分析であつ ナ̂が，これからは公共部門によ 

つて供給される財貨，サービス‘の生産のための需要を考えてみようバはじめに私的財生産部門では 

技術進歩を件う資本蓄積が行われていると仮定する。そこで私的財生産部門の生産関数を，

Y t — T ( G ) F t ( K ,  L i ) .......................................................................... ...................... .イ1)
とする。F t は一次同次の生産関数とするo ここで 7 X G )は技術水準を示すが，G はクごのような技 

術水準に関係する公-共財のストック量である。 G は時間に関して增力けるから，チ(G) は技術進ホ 

を示すものである。つまり , ここでは _̂けぐ財が私的財生産の技術に貢献するとい'う意味で生産に役.

SBHI iSiMirtmmTYmrr*ほ"•めぬ*•ゅで がf** ギmrmirff
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立つと仮定するの力ある。

他方，生産に役立つ公共財には技術進ンポの恩恵を受けないものと私的財生産部門と同じ程度の技 

衛進歩率をもつものとが考えられる。政府が無料で提# る一般的教まサービスは前者の典型で， 

主として人的なサービスはこの種類に属する。とれに対して物的な社会的共通資本や特に専門的な 

科学技術の研究などは後者の部類に入るであろう。それゆえ以下では，私的財生産部門と，それぞ 

れの公共財生産部門からなる二部門をデルを作り，その商者を比較することによって長期的展望を 

試みるととにする。 . .
まず第一に技術進歩のない公共射生産を想定すると, その生産関数は，

ダ2 ニ = b L z (2)
と表わすことができる。（2)式はこの公共財が労働のみによって生まされるととを仮定している。（1) 
式と(2)式によって一つの二部門モデルが作られるのであるが，私的財部門における労働ん1と公共財 

部門における労働U とはいずれも社会において一定の全労働ムから配分されるのであるから，

……...………."…(力

が成立しなければならない。 ,
次に(1 ) ,(2 )の体系の動態的な関係は，（1)については，

K  ( 0  —s Y i  CO— ( 0  ... .......................... ...(4)
ただし， ぶは貯蓄率で0 ^ 5さ1 , パは資本ストックり減純率を示す。

- . •
またト②については

G ( 0  =  r , ( 0 - / o G ( 0  … … …，……(め

つまり⑥式の意味するところは，公共財の生産量 1^2のストック.が G であり，公共資本G は年々 

I V の量だけ増加し，；0 という消耗率をもっているということである。

さて，私的部門と公共部門とのつながりは，公共部門における生産費用（この場合かを賃金率とす 

れぱ《>ム2 ) が私的財部門の生産物に対する痛上税の形で賄われるとする。この税率を" （0 ^ のぐ） 

とすると, 私的財生産部門における利潤は，

P  — Y-1 一 w L a — y K  一 V Y i •(6)

ただしグは資本の利子率とする。そして私的財部門については利潤の極木化行動を仮定する0 
一方，公共財生産部門では，次のような予算制約式， .

1)Yh ^ iO L i (7)
の下で生産量F g の最大化を計ると考えられる。なぜなら, 

よって的財生産部の利潤極大化条件から

公共体は営利企業ではないからである,

~TR~ T
•(8)

110 (がめ

めかが̂ ^ ^ ゆレン1 ね め 仏 ぶ ドルパ*^ ね,ル，.-んメ.レ.……し̂̂
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また公我財生廣部ドれ最適条件は

Y z + O i v Y t -  w L z )  . .
^ 一   ⑩
なるラクランジ関数を作って（ただし (9はj £ の定数），

O w —b ■ '’••’•♦，し"""， •，•じ力

が得られる。

結局，このモデルの静学的均衡条件は，（6)式の利潤 p = o とおくことにV 一

w L . - , r K = a ~ v m  . . . . . . . . . . . ‘‘. P
となるから，(1), (2), (3), (8), (9), a t ) ,⑩式によって示される。

そこで，以上の諸式を人当りの表示になおすと静学的均衡の体系は, 
toli -\-rklx =  ( l ~ v }  ..
w lz= ^vy^

•    ...
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ら+  ̂ 2 =  1 ， .

   ゆ
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7 X G ) [ / (も) - 八も ) . も ]二 を  .….. . ..............…⑩

fぐ
ただして= ゐとすれぱ ，

も^*/1：=々   0)\
この保系の解の意性を示すには，これがニ部門成長モデルとなりているから，慎重な吟味が必旧

であるか, それはここでの譲論の目的ではないから，筒単に方程式の数と変数め数とを比ぺてすま

せることにしよう。すなわち，未知数はツ1 ,ツ2, G , グ, W, / i , 4,  h の 8 個であり，方程式の数8 
本と一ilS：する。 ■

さて次に，この体系の長期的均銜を動学的に調べてみよう。私的財部門の資本ストククが時間に 

関してコノスタノトになるのは， ニ 0 つ ま り 表 示 で は 力 = 0 の時であるから，これは(4) 
式を変形して， ‘ パ

^  = s T ( G ) l i f ± Q k i ) ~ f i k  .............

力々式で乂 =  0 とおけば , , •

で( ◎ ぜ • ■ ^ k r ル — •…… …蛛

が得られる0 '⑧式においてn o をG に関する単調増加関数とし★たム / (も) > 0 とすれば，に
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式 は k - G 平面に第1 0 のように描くことができる。

方，公共財のストックが時間に関して定となるのは 

して,
6 ( f )  ニ レ  b ，h  -  p G  (JO

⑧式においてG = 0 とおけぱ

G = 0 のときであるから，（5)式を変形 

■  .........

L-
レ め = — -— ‘2 .钟

軸式は丄を—定としているから，んー<^平面上にぉぃてはG ニG の水平線として描かれる,

第 1 図

第 1 図において,▲ニ  0 を示す曲線と， G ニ 0 を示す直線との交点をQ とすれば, Q 点は私的部 

門の資本の成長が止むと同時に公共部門の成長率もゼロとなる長期的均衡点を表わしている。今， 

この，均極点の周囲におけるもとの符号を調べると，上のような位相0 が得られる。 よって均衡点 

Q は安定性をもっから，0 点以外の状態から出発しても，究極的には時間の経過とともに^点に落 

ち着くことになる。

次に今度は技術進歩のある公共財を考えてみよう。 このとき公共財生産部門の技術進歩の速さが 

私的財生産部門のそれと同一であると仮定す( ^ o この仮定は単純化の韋味をもつが，雨部門におい

て共通の技術知識などを利用している将態は現宾的にも妥当するであろう。ナこだしかし，この場合 

の技術水準はその社会が提供する物的な公非財に依存しているから，-そこに準公共財に特有の混 

雜J が起ることが普通である。 '
そこで商部門の生産関数を

ニT(0, U)FベK i ,  .................................，⑥

注（4 ) 財生産部|，，jと班'卿睛部【"•!とが同-^の技術進ホをもつ二部門モデルはS h e llW においズ最初に分析された。本搞 

のキデルはそれに混雑を入れて修正したものである。
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n  =  T (G , U ) F ^ i K 2 ,  U')     ^
と表すことにする。また，

L±-{-Lz — Ly K x + K z  — K      . . . . . ^
である。け，な0式におけるT 関数は，ももるんG に関しては単調増加, Ẑ i,乂 2に関しては単調減少 

関数である。後者が- ^応、「混雑J を示しているわけである。4 •このr 関数を単純化のために，

て(G, Li') ニ- Zニ 1 , 2    ⑥

と仮定すると， 関数を一^次同次と想定すれば，（̂,树式はそれぞれ

5̂ 1 ニ (た1) '  .••树
5^2ニ^^2(7ら）     gj9)

となる。ただし / そ(も） 1 ) . / ニ1 , 2 とする。 このモデルの動態的な関係は， 前のをデ

ルと同様であるから，私的財生産部門については，嫩 （4)式より，

R ニ ル ) 一 叫   *....... <̂ )
となる。また公共財生産部門については狐，（5)式より

^ ( - 0  —GfzQkz) —pG     0 ] ^

となる。 ‘
ところで, このモデルについても短期の均衡を調ぺねぱならないが，私的部門の企業行勤，及び 

公共部Pラの行動様式は前のモデルと同一‘であるから，ここでは肯略することにする。さて間題の長 

期! ^均衡を見てみると，，Oo)j 0D式においてふ==0, G ニ 0 とおけぱそれぞれ，' 、'. •

.G ニ.y r ^ T F " • ……………..‘…. …ゆ,，

G t M  も)  一/>] ニ 0 '

を得る。00式はんニ 0 を示す曲線で第2 図のん 一G 平面に描くことができる。また (^ =  .0 を示す0$ 
式は .

, 2 ( 2々) ニ/0 ……….，……....‘..姆

- - ' .
と)̂ギるから，軸式にを2 ニ を代入すると， 0お^ は k に つ 、て解くことができる。 しかも似

式;の/ 2 ( ) について々に関する単調增加開数と仮定ネれぱ， 々の解は一^意的に決定する。 その値 

を / e * とすれぱ，G ニ 0 を示す曲線は ニ々々 * の華ま線，となる。 これらを図示し， その位オ目図をま 

したものが第2 図である。 . '
第 2 国におけるカコ0 と コ 0 の: ; :仙線の交点を/ ? とすれぱ，こ 点 が 長如的均衡の状態である6

 .
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G
G==0 ； G > 0

し も > 0
G < 0 ^  kニ 0

A

、 . J  i k o

第 2 図

との均衡点/ ? の周辺の力，（̂の符号の状態によってだ点は不安定性をもつ。すなわち，もしも々<
0 でかつ々< ゐ* であれば，公共財のストックG は時間とともVこ縮小してゆくし，またもし >々 0
カかつ >々 ★々であれば，G は時間とともに拡大してゆくことになる。この意味で技術進歩をとも

なう公共財の蓄積が続くか否かは，その経済の資本 . 労働比率がある臨界的値（々 ★)を超えている

か否かによって決定されることになる。

さて，生産に役立つ公共財についての以上二つの動学的マクロキデルを此較すると次のような結

論を導くことができる。技術進歩のない公共財は時間の経過とともにその成長率ほゼロに収束する。

これに対して技術進歩のある公共財はある臨界的な水準を超えると，その成長率は無限に増大して

ゆく。しかしこの結論はそれぞれ別のモデルについて言えるのであって，この結論を直ちに現実に

適用させることはできない。何故ならぱ，現実には私的財生産部門は技術進歩のない公共財と技術

進歩のある公共財の两方を同時に使用しながら生産活動をしていると考えられるからである。いわ

ぱ現実の経済は三部門モデルによマてより適切に表現されうるのである0 けれども三部H モデルに

すると変数の増加によって分析は非,常に複雑に•なってしまう。そこで上述の二つのこ部門モデルに

よる結論を生か' ^ ためには経済の構造を次のように想定しなければならない。つまり経済を大きく

二つの部門に分け，その両部門間では資本，労働，公共財の各生産要素の移動がないものとする,0
そレて- " 方の部門では技術進歩のある公共財を用いて生産が行われ，他方の部門では技術進歩のな

い公共財が利用されていると仮定する。この両部門間での生産要素の非可動性は，それぞれの生産

に適した生産要素が利子率や賞金率の格差によって簡単には新しい用途への転用や転職ができない

という事笑を示している0 力、くして生産の技術的な特性によって経済は二つの互いに独立な部門に

分解されるが，両部門で共通なのは公共部門の財政を賄うための方法，具体的には税率" の大きさ

である。’このような経済については前述の長期的成長径路についての命題をあズはめることができ

る◊すなわち, 技術逾歩のある公共財を用いて生産を行う部門は資本とその,ような公共財のネトッ

■— I i 4 ( の め * 一 一



クは共に無限に増大してゆく6 それに対して技術進歩のない公共財を利用する部門はとの部門で用 

いられる資本，公共財ともにある一定の水準に:落ち着いてゆく。この現象を経済全体の観点からは， 

要するにニつの部門の非対称的変動として把えることができるが，特に公共財部門にのみ限定して 

解釈すると，二つの性質を異にする公共財の長期的变動が一方は摔散的成長，他方は収東的停滞と 

いうようにニ極分解するものと見なすことができる。

■ - * ♦

§ 4 む す び

最後に，これまでの消費の侧面及び生産の例面から見てきた分析を総合的にまとめ 'てみょう。こ 

の論文において特に私的財生産部門では常に技術進歩が進行していると想定されてきた。そのため 

労働の限界生産力は増大し，したがって労働の賃金率は長期的に上昇し続けることになる。この賞 

金率上昇:の効果がまに消費財としての公共財の需要にどういう影響を与えるかを間題にした。消費 

財としての公共財を分類する際の視点は時間消費の様式であった。‘これに対して生産財としての公 

共財を分類する時には技術進♦の有無を基準にした。 ；

ところが，與ホ深いことに現実にはこの二つの分類が比較的一政する。例 え ば r時間集約的公共 

財J は技術進歩を伴わないことが多いし， r時間節約的公共財J はその社会の最先端の技術にょっ 

て供給されるのが普通である。このぎ実は，時間集-約的公井財が主として人的な労働サービスであ 

る場合が多く，その反対に時問節約的公共財は, 物的な社会資本もしくはそのょうな資本に体化さ 

れた挟術知識などであることに起因しているのであるう。 したがって，私的部門の技術進歩にょる 

賃金率の上釋の結果として，時間集約的公共財に对する需要は消費財需要という侧面と，生産財需 

要という面との両面において縮小してゆくことになる。そして，このょうな経済における時間集約 

的公共財のストックは，ある- ^定の水準に停滞することになる。また，もし缩小する需要を考慮せ 

ずに，この種の公共財をある一定量だけ供給し続けょうとするならば，これを財政するためのコス 

トの上昇のためこの部門は赤字に陥ることになる。どのょうにしても，この部門で赤字を出さない 

ためには，前述の収束的時聞径路に従ってこの部門の成長率を調節する以外に方法はないと思われ

V
る0 , ’

これに反して時間節約的公共財に対しては，消費需要も投賓需喪も増大する。それゆ.えもし社会 

的共通資本とも言えるこのタイプの公共財の供給が，需要と同じ速さで増加しないならぱ，直ちに 

社会資本の相対的不足としズの「混雑J の現象が起ることになる。し力、し，財政収入たる租税が国 

民総生産と共に増加する仕組みになっでいる限り，との公共財の需給を一致させることは可能ズ、あ 

る。 だが間題は,哼間節約的公共財と時間集約的公共財との生座が同の財減によって賄われてい 

るために，もしも時間集約的公共財の部門が7方:字化すると，その分ンとけ時間節約的公共財の供給を

— - 1 1 5 ( 2 4  J )  —
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減少させねぱならなくなることである。かくして公共部門における赤字部門の発生と[混雑J 現象 

の出現とは，密接な関係をもっているのである。

以上は, 消費者の時間の選択と，それぞれの生産部門における技術進歩の格差の存在という観点 

から，公共部門に:おけるニ糖類の公共財についての不均斉成長を説明したものであるが，時間の選

択と公共財の選択については，若干の重要な問題を残し ' いる。それは，時間集約的公共財の使用
(5 )

は時間そのものの消費であさと同時に，迁回生産的な投資の意味をもつという点である。この点を

考慮に入れると，賞金率の上拜によって時間集約的公共財に対する需妻が逆に増加する可能性がで 

てこよう。この問題は，人的投資の理論と関わるととろであって，本稿では扱わなかったが，今後， 

人的資本の理論と公共財の趣論との融合が必要となると思われる。確がに投資ということを考えな

い分析では，賞金率の上昇が余暇時間の減少をもたらすという結果となり，常識的な社会学的推論
■ ■ , , . 

とも相容れないバラドキシカルな結諭になってしまう。

また時間集約的公共財に対する需要の縮小とレき結論に対するもう一つの重要な反論として，レ 

ぱしぱ所得効果の重視が指摘されてい'る。これは先にふれたよ力に，賞金率の上昇はより長/期的に 

息れば個人の資産を増加させるから，その所得効果によって余暇消費は増大し，したがって時間集 

約的公共財に対する需要は，むしろ増加するであろうという.主張である。 この指摘は，まさに正当 

である力，b 代替効果と所得効果の差引は経験的な検証によってのみ決着がつく問題である。この点 

で政策的にむしろおもしろいのは，所得階層別に時間集約的公共財に対する需要が変化するセあろ 

うという見方である。今，所得源泉別に賞金所得隙層と非賃金所得階層を区別すると，貧金率が上 

昇した効果は, 賃金所得者の機会費用の增大であって,賞金所得者の時間集約的公共財に対する需 

要は減少するが，非賞金所得者の同じ公共財に対する需要は決して減少しないであろう0 この鋳論 

を公共料金政策に応用すると，時間舉約的公共財の料をを引下げ，時間節約的公共財の料金を引上 

げるような政策は，公共財の費用j：ま担の上から賞金所得者にとって鱼担が重く，‘非賞金所得者にと 

っては軽資担という所得再分配効果をもつことになる。とのように公共財の性質め相.違と，それに 

基づく需要の変化の分析は，公共体の財政問題や公共料金の問題等‘に重要な政策的含意をもってい 

る。
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